
はじめに
昨今はインバウンド需要の増加など
を背景に、免税物品を扱う事業者や非
居住者たる購入者が、消費税の免税制
度を悪用するケースが見受けられると
いわれ、国税庁では情報提供を呼び掛
けているところです。
過去にも輸出免税の適用が争点とな
った事案を取り上げていますが、今回
は、輸出物品を販売した事業者と購入
した非居住者がそれぞれ輸出免税の適
用を受けられるか否かが争われた事案
をご紹介します。

Ⅰ．輸出物品販売場での時計
の販売／非居住者に対す
る免税売上か

令4．1．21東京地裁
（棄却）（控訴）Ｚ272－13662
令5．1．25東京高裁
（棄却）（上告・上告受理申立て）
Ｚ888－2474

＜事案の概要＞
本件は、輸出物品販売場を営むＡ社
が、非居住者に対して販売した高級時
計の販売につき、免税取引として消費
税等の確定申告をしたところ、新宿税
務署長から時計の販売時に、非居住者
から旅券等の写しの提出を受けておら
ず、消費税法8条1項所定の「譲渡」
に該当しないことから消費税を免除す
ることができないとして、消費税等の
更正処分等を受けたためその各取消し
を求めた事案です。
＜東京高裁の判断＞
東京高裁は、東京地裁の判断を支持
し、控訴人の補充的主張に対しても下
記のように判断して、Ａ社の控訴を棄
却しています。
1 控訴人の補充的主張
控訴人の主張は、以下のとおりで
す。
①輸出物品販売場における非居住者
への物品の販売が免税となる（法8
①）のは消費地課税主義（仕向地主義）
の原則から当然であり、また、輸出免
税、仕向地主義が採用されるのは、消
費税の本質が付加価値税だからであ
り、物品が輸出される際には付加価値
が国内ではこれ以上積み重ならないか

ら当然に免税となるものであること、
②旅券等の写し提出要件（令18②一
ハ）が免税の原則を逆転して課税要件
の加重となるような解釈がされてはな
らないこと、③それにもかかわらず、
被控訴人は、旅行者の利便性を前のめ
りに保護し、不正のリスクが大きい免
税販売の方法に国会等で是正の要請を
受けながらも固執した上、旅券等の写
しを提出することができなかったこと
のみをもって控訴人に巨額の課税処分
をしたのであり、これは旅券等の写し
提出要件について課税要件の加重とな
るような解釈をするものであって、か
かる解釈は委任立法の限界を超え、税
法の本質にも反して違法に財産権を侵
害するものである。
2 判断
（1）消費税法は、輸出物品販売場に
おける非居住者への物品の販売につい
て、その実質は輸出取引と何ら変わる
ところはないことに着目して、輸出取
引と同様に、消費税を免除するものと
する基本原則を定めた上、その免税を
受けるための物品の購入の方法につい
ては、非居住者が本邦から持ち出すた
めに購入する物品のみが免税の対象と
なることを担保するとともに、購入し
た一般物品を国内で横流しすることを
防止・牽制するという目的を達成する
ため、その技術的細目的事項に係る規
定を政令に委任しているものと解され
る。
（2）したがって、上記の委任を受け
て、物品の購入者である非居住者が当
該物品を国内で横流しすること等を防
止するため、対価の額の合計額が100
万円を超える場合に、輸出物品販売場
を経営する事業者に旅券等の写しの提
出等を求めること（令18②一ハ）は、
消費税法8条1項による委任の範囲内
であり、控訴人の主張は採用すること
ができない。また、免税の方法として、
免税販売の方法を採用するか、事後還
付方式を採用するかは、立法政策の問
題であり、旅行者の利便のために前者
を採用することが不当とはいえず、こ
のことは、控訴人が主張する国会の質
疑内容や、消費税と付加価値税の共通
点、諸外国の法制等を踏まえても左右
されない。

Ⅱ．輸出物品販売場での購入
／国内での譲渡の有無

令5．3．16非公開裁決
（全部取消し）Ｆ0－5－391

＜事案の概要＞
原処分庁は、請求人への調査の結
果、請求人の滞在場所において、免税
対象物品の存在は確認できず、そのう
ちの一部の物品の梱包に用いられた箱
及び袋の存在しか確認できなかったこ
とから、請求人が輸出物品販売場で購
入した消費税の免税対象物品を日本国
内で譲渡したとして、請求人に対し、
消費税法8条5項の規定により消費税
等の賦課決定処分をしました。
本件は、請求人がこれに対し、当該
物品を日本国内で譲渡したことはな
く、いずれの物品も日本国外へ輸出し
たとして、原処分の全部の取消しを求
めた事案です。
＜審判所の判断＞
審判所は、以下のように判断し、賦
課決定処分は違法であるとして、その
全部を取り消しています。
（1）請求人の滞在場所に存在した箱
及び袋が、免税対象物品の一部の梱包
に用いられたものであるかどうかは不
明であって、箱及び袋の存在は、免税
対象物品の国内譲渡の事実をうかがわ
せるものであるとはいえない。
（2）そもそも、請求人が免税対象物
品を国内において譲渡したことを示す
直接的な証拠はなく、仮に、原処分庁
の主張を前提としても、請求人が免税
対象物品を購入後に自ら消費し、ある
いは、他に譲渡したことがうかがわれ
るに留まり、請求人が輸出した可能性
を排斥できないから、当該事情をもっ
て免税対象物品が国内において譲渡さ
れたということはできない。
（3）請求人は、免税対象物品の全部
を輸出した旨主張し、これに沿う証拠
として、国際スピード郵便（EMS）
で、内容物の詳細は不明であるもの
の、①中華人民共和国に向けて物品の
輸出を行ったことを示す送り状と、②
請求人が輸出を依頼したとする会社か
ら、中華人民共和国マカオ特別行政区
の特定の宛先に向けて、国際輸送サー
ビスで何らかの物品の輪出が行われた

ことを示す複数の送り状を審判所に提
出している。
（4）この送り状で請求人が輸出した
物品が免税対象物品の一部である可能
性を排斥するに足りる的確な証拠はな
いため、免税対象物品が国内において
譲渡されたものではなく、輸出された
可能性を排斥することはできない。こ
れらのことからすると、免税対象物品
の全てが国内において譲渡されたと認
定することは困難である。
（5）免税対象物品のうちの一部の物
品について、請求人が自ら消費し、あ
るいは、国内において譲渡した可能性
があり、免税対象物品の全部を輸出し
たとは認め難いものといえる場合で
も、輸出されなかった物品の範囲を明
らかにできる的確な証拠はなく、もと
より、国内において譲渡されたものが
あったのか否か、あったとして、それ
が免税対象物品のうちのどの物品であ
るのかを特定するに足りる証拠もな
い。
（6）免税対象物品が譲渡された場合
の納税地は、譲渡時の譲渡に係る物品
の所在場所であるところ、免税対象物
品のうちに国内において譲渡されたも
のがあったとしても、譲渡場所が判然
としないため、賦課決定処分に係る納
税地を特定することができない。
（7）免税対象物品のうちに請求人が
国内において譲渡したものがあったの
か否か、あったとして、それがどの物
品であるのかを認定することができな
い上、処分庁が免税対象物品の全部又
は一部について消費税等を徴収する権
限を有していたと認めることはできな
い。したがって、免税対象物品につい
て、請求人に消費税法第8条第5項を
適用することはできない。

おわりに
TAINSで検索される場合は、〔詳細
検索〕⇒〔TAINSキーワード〕欄に、
「輸出免税」「輸出物品」と入力して
ください。

TAINSの入会については、ホーム
ページ上にあるお問い合わせフォー
ムもしくはメール〈info@tains.or.
jp＞にてお問い合わせください。

田代 雅之【渋谷】
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